
令和３年３月３１日 

平川市告示第６５号 

 

平川市介護予防・日常生活支援総合事業実施要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この告示は、別に定めがあるもののほか、介護保険法（平成９年法律第１２３号。

以下「法」という。）第１１５条の４５第１項に規定する介護予防・日常生活支援総合事

業（以下「総合事業」という。）の実施に関し必要な事項を定めるものとする。 

 （用語の定義） 

第２条 この告示における用語の定義は、この告示において定めるもののほか、法、介護保

険法施行規則（平成１１年厚生省令第３６号。以下「省令」という。）、介護予防・日常

生活支援総合事業の適切かつ有効な実施を図るための指針（平成２７年厚生労働省告示第

１９６号）及び地域支援事業実施要綱（平成１８年６月９日老発第０６０９００１号厚生

労働省老健局長通知「地域支援事業の実施について」別紙）の例による。 

 （事業の目的） 

第３条 総合事業は、認知症や障害の有無にかかわらず、地域に暮らす全ての高齢者が、自

立した日常生活を送ること、また、そのための活動を選択することができるよう、地域に

暮らす高齢者の立場から、市が中心となって、地域住民や医療・介護の専門職を含めた多

様な主体の力を組み合わせて実施することにより、地域の高齢者に対する効果的かつ効率

的な支援等を行うことを目的とする。 

（総合事業の内容） 

第４条 市長は総合事業として、次に掲げる事業を行う。 

（１） 介護予防・生活支援サービス事業（第１号事業） 

ア 訪問型サービス（第１号訪問事業） 

（ア） 訪問型従前相当サービス（指定事業者により実施する旧介護予防訪問介護

に相当するもの） 

（イ） 訪問型サービス・活動Ａ（多様な主体によるサービス・活動）  

（ウ） 訪問型サービス・活動Ｂ（住民主体によるサービス・活動）  

イ 通所型サービス（第１号通所事業） 

（ア） 通所型従前相当サービス（指定事業者により実施する旧介護予防通所介護

に相当するもの） 



（イ） 通所型サービス・活動Ａ（多様な主体によるサービス・活動） 

（ウ） 通所型サービス・活動Ｂ（住民主体によるサービス・活動）  

（エ） 通所型サービス・活動Ｃ（短期集中予防サービス） 

ウ 介護予防ケアマネジメント（第１号介護予防支援事業） 

（ア） ケアマネジメントＡ（介護予防支援と同様の介護予防ケアマネジメント） 

（イ） ケアマネジメントＢ（簡略化した介護予防ケアマネジメント） 

（ウ） ケアマネジメントＣ（初回のみの介護予防ケアマネジメント） 

（２） 一般介護予防事業 

ア 介護予防把握事業 

イ 介護予防普及啓発事業 

ウ 地域介護予防活動支援事業 

エ 一般介護予防事業評価事業 

オ 地域リハビリテーション活動支援事業 

２ 前項第１号に規定するサービスの指定事業者の指定等に関する事項及びサービスに関す

る基準等については別に定める。 

（総合事業の利用申請及び決定） 

第５条 事業対象者が、第１号事業を利用しようとする時は、平川市介護予防・日常生活支

援総合事業利用申請書（様式第１号）に実施した基本チェックリストを添えて市長に申請

しなければならない。 

２ 市長は、前項の申請があったときは、内容を審査し、平川市介護予防・日常生活支援総

合事業利用決定（却下）通知書（様式第２号）を交付する。利用が決定した場合は、事業

対象者である旨及び基本チェックリスト実施日、担当地域包括支援センター名を記載した

被保険者証を交付する。 

３ 要支援者及び前項の利用が決定した者（以下「利用者」という。）は、市長に介護予防

サービス計画作成・介護予防ケアマネジメント依頼（変更）届出書（様式第３号）を提出

するものとする。 

 （利用回数） 

第６条 第１号事業のうち、次の各号に掲げるサービスの利用回数は、当該各号に定める回

数を目安とし、介護予防支援事業者又は第1号介護予防支援事業（法第１１５条の４５第

１項第１号ニに規定する第1号介護予防支援事業をいう。）の実施者（以下「介護予防支

援事業者等」という。）が作成する介護予防サービス・支援計画（省令第８３条の９第１

号ハ及びニに規定する計画（第１号介護予防支援事業による支援により作成される計画を



含む。）を含む。以下同じ。）により決定する。ただし、市長が必要と認めたときは、こ

の限りではない。 

 （１） 訪問型従前相当サービス 

   ア 事業対象者又は要支援１に該当する者は、週２回とする。 

   イ 要支援２に該当する者は、週３回とする。 

 （２） 通所型従前相当サービス 

   ア 事業対象者又は要支援１に該当する者は、週１回とする。 

   イ 要支援２に該当する者は、週２回とする。 

 （総合事業に係る費用の額） 

第７条 総合事業に係る費用の額は、別表第１に定める。 

２ 前項に定めるもののほか、総合事業に係る費用に関し必要な事項は、別に定める。 

 （総合事業に係る支給費の額） 

第８条 市長は、指定事業者が行う総合事業の利用者に対し、次の各号に掲げるサービス事

業の種類に応じ、当該各号に定めるところによりサービス事業支給費（法第１１５条の４

５の３第１項の第１号事業支給費をいう。以下同じ。）を支給するものとする。 

（１） 訪問型サービス及び通所型サービス 別表第１に定める単位数に次項の１単位当

たりの単価を乗じて得た額の１００分の９０（法第５９条の２に規定する一定以上

の所得を有する者にあっては、１００分の８０又は１００分の７０）とする。 

（２） 介護予防ケアマネジメント 別表第１に定める単位数に次項の１単位当たりの単

価を乗じて得た額の１００分の１００とする。 

２ １単位当たりの単価は、１０円とする。 

３ 市長は、法第１１５条の４５の３第３項の規定に基づき、サービス事業を利用した居宅

要支援被保険者等に代わり、指定事業者にサービス事業支給費を支払うものとする。 

４ 市長は、第１号事業のうち、次に掲げる事業に係る法第１１５条の４５の３第６項に規

定する審査及び支払に関する事務を国民健康保険法（昭和３３年法律第１９２号）第４５

条第５項に規定する国民健康保険団体連合会に委託するものとする。 

（１） 訪問型従前相当サービス 

（２） 訪問型サービス・活動Ａ 

（３） 通所型従前相当サービス 

（４） 通所型サービス・活動Ａ 

（５） ケアマネジメントＡ及びケアマネジメントＢ 

（支給限度額） 



第９条 支給限度額の算定は法第５５条に規定する介護予防サービス費等に係る支給限度額

と同額とする。事業対象者に係る支給限度額は、要支援状態区分の要支援１と同額にする。

ただし、退院直後等の事由により集中的にサービスを利用することが自立支援につながる

と考えられる場合は、要支援２の支給限度額とすることができる。 

２ 前項ただし書きに該当する場合は、事業対象者における区分支給限度額変更申請書（様

式第４号）を平川市に届け出るものとする。 

３ 総合事業の利用者が法第５２条に規定する予防給付を利用している場合は、総合事業及

び予防給付の限度額を一体的に算定する。 

４ 事業対象者については、支給限度額を算定する事業は、指定事業者によるサービス事業

に限る。 

 （利用料） 

第１０条 利用者は、別表第２に定める利用料を負担する。 

２ 総合事業の実施に際し、食事代その他実費が生じるときは、その費用は利用者の負担と

する。 

３ 第１項の利用料及び前項の実費は、利用者が総合事業を実施する機関に直接納付する。 

 （高額介護予防サービス費等相当事業等の実施） 

第１１条 市長は、法第６１条に規定する高額介護予防サービス費及び法第６１条の２に規

定する高額医療合算予防サービス費の支給に相当する額（以下「高額介護予防サービス費

等相当額」という。）を支給するものとする。 

２ 前項に掲げる高額介護予防サービス費等相当額の支給要件、支給額は高額介護サービス

費等の例によるものとする。 

 （保険料滞納者に係る支払方法の変更） 

第１２条 市長は、利用者が、保険料の納付期限から１年が経過するまでの間に当該保険料

を納付しない場合においては、当該保険料の滞納につき災害その他の介護保険法施行令

（平成１０年政令第４１２号）第３０条に規定する特別の事情（以下単に「特別の事情」

という。）があると認める場合を除き、法第１１５条の４５の３第３項の規定を適用しな

いことができる。 

 （保険給付の支払の一時差止） 

第１３条 市長は、総合事業による給付を受けることができる利用者が保険料を滞納してお

り、かつ、当該保険料の納付期限から１年６か月が経過するまでの間に当該保険料を納付

しない場合においては、特別の事情があると認められる場合を除き、サービス事業支給費

の全部又は一部の支払を一時差し止めることができる。 



 （支給制限） 

第１４条 市長は、利用者に保険料徴収権消滅期間があるときは、法第６９条の例により、

サービス事業支給費の支給を制限することができる。 

２ 総合事業による支給を受けることができる利用者が前項による給付額減額等の記載を受

けている場合において、当該記載を受けた日の属する月の翌月の初日から当該給付額の減

額期間が経過するまでの間に利用した指定事業者による総合事業に係るサービス事業支給

費に係る第７条の規定の適用については、同条第１項第１号中「１００分の９０」又は

「１００分の８０」とあるのは「１００分の７０」と、「１００分の７０」とあるのは

「１００分の６０」とする。 

 （保険給付の制限等に関する要綱の適用） 

第１５条 前３条に定めるもののほか、保険料を滞納している利用者に係る措置については、

法及び平川市介護保険料滞納に係る保険給付制限取扱要綱（平成２７年３月３１日平川市

告示第４５号）の規定による保険給付の制限等の例によるものとする。 

 （事業対象者の有効期間） 

第１６条 事業対象者の特定の有効期間は、定めないものとする。 

（委任） 

第１７条 この告示に定めるもののほか必要な事項は、別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この告示は、令和３年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この告示の施行の日から令和３年９月３０日までの間は、別表第１中基本報酬に規定す

る単位数について、当該単位数に１００１／１０００を乗じた単位数とする。 

附 則 

 この告示は、令和４年４月１日から施行する。 

附 則 

 この告示は、令和４年１１月１日から施行する。 

附 則 

 この告示は、令和７年４月１日から施行する。 



別表第１（第７条関係） 

区分 サービスの種類 単位数 費用の額 

第１号

訪問事

業 

訪問型従前相当サービス 介護保険法施行規則第１

４０条の６３の２第１項

第１号に規定する厚生労

働大臣が定める基準（令

和３年厚生労働省告示第

７２号。以下「基準告

示」という。）に定める

単位数 

単位数に１０円を乗

じて得た額 

訪問型サービス・活動Ａ 市長が別に定める単位数 

訪問型サービス・活動Ｂ  市長が別に定める。 

第１号

通所事

業 

通所型従前相当サービス 基準告示に定める単位数 単位数に１０円を乗

じて得た額 通所型サービス・活動Ａ 市長が別に定める単位数 

通所型サービス・活動Ｃ  市長が別に定める。 

第 1 号

介護予

防支援

事業 

ケアマネジメントＡ 基準告示に定める単位数 単位数に１０円を乗

じて得た額 

ケアマネジメントＢ   

 通所型サービス・活動

Ｃ 

 市長が別に定める。 

 上記以外 市長が別に定める単位数 単位数に１０円を乗

じて得た額 

ケアマネジメントＣ 基準告示に定める単位数 単位数に１０円を乗

じて得た額 

 



別表第２（第１０条関係） 

サービス名 利用料 

訪問型従前相当サービス 別表第１に定める費用の額の１００分の１０（法

第５９条の２に規定する一定以上の所得を有する

者にあっては、１００分の２０又は１００分の３

０） 

訪問型サービス・活動Ａ 

通所型従前相当サービス 

通所型サービス・活動Ａ 

訪問型サービス・活動Ｂ 市長が別に定める 

通所型サービス・活動Ｂ 

通所型サービス・活動Ｃ 利用者負担なし 

介護予防ケアマネジメント 

 


